
中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。
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東京都予算編成に
対する提案要求

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。
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国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。

提案要求の全文はこちら→



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。Change
3

01
02
03
04

都民のくらしを守り抜き、地域経済を立て直す

財界ファーストの「まち壊し」から、
住民参加の持続可能な「まちづくり」へ

いのちと健康を守り抜く都政へ

人権と平和を大事にする都政へ

Change

Change

Change

Change

物価高騰から

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク
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組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が
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京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業
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を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。Change
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都民のくらしを守り抜き、地域経済を立て直す
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ために、都として一般会計を投入することを含めあ
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CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ
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再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽
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査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査
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得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。
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と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。

東京都の支援は課題がある
①規模が少ない

5,900応募 社

1,200規模 社 159支給 社

②複数選択で時間がかかる

20万人の

東京 賃上げ＋別メニュー
支給まで１年から１年半

岩手 徳島 賃上げのみ
支給まで、わずか４週間

中小企業の共産党都議団の提案

賃上げ応援助成金
賃上げしたら、ひとり

１社あたり

規模は

10万円
200

10,000
万円

社

賃上げ

U
P

ひとり６万円
最大１.２万人



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。
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子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。
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１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する
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み出すこと。
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保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

１４

１５

１６

１７

１８
１９

２０

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。

家賃が高すぎる

都営住宅に入れない

初の１０万円超
シングル向け

２１万円
ファミリー向け

家賃補助創設

新規増設
建替で増やす
公社住宅など
借り上げる

都営をふやす

平均

平均

3万円前
年
比

U
P

月額

月額

申込人数 募集戸数

１３.６万人 １.７万戸
のべ



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。

701 都民のくらしを守り抜き、地域経済を立て直す

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光
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２２

２３

２４

２５
２６

２７

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。

保育士 ヘルパー ケアマネ
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中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。

01 都民のくらしを守り抜き、地域経済を立て直す 8

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

２８

２９

３０

３１

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。

物価高騰が止まらない
報道では、２５年１～４月で、
３９００品目以上が値上げ予定。

ハガキ
封書

６３円→８５円
８４円→１１０円

２４年１０月から値上げ

お米５キロ
　　　２２７９円→　　　３８４３円２３年１１月 ２４年１１月

（東京都区部／コシヒカリ以外）
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中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。

902 住民参加の持続可能な「まちづくり」へ財界ファーストの
「まち壊し」から、

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

３２

３３

３４

３５

３６

３７

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。

神
宮
外
苑
再
開
発

リ
ニ
ア
工
事

各種世論調査では

反対

７割

伐採・移植の現場には

連日都民が駆けつける

リニア工事で、気泡が発生



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。

02 住民参加の持続可能な「まちづくり」へ 10
財界ファーストの
「まち壊し」から、

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。
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神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。

climate crisis
「東京 2030　60％脱炭素　実行プラン」ver.1.0

自民党政治と一体、
「財界ファースト」の小池都政を転換し、
東京から「２０３０年・温室効果
ガス６０％削減」の流れをつくろう

実行プラン



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。

03 いのちと健康を守り抜く都政へ 11

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。
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本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。
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こと。
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設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。
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いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。
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16,068 17,688
21,536

26,912
31,726都内小中学校

不登校の子どもの推移

都立学校の老朽化対策を急げ



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。
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子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。
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東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。

人権と平和を大事にする都政へ04 14

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。
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目
標
で
す
。

私
た
ち
は
、
軍
縮
と
核
兵
器
の
廃
絶
を

機
会
あ
る
ご
と
に
強
く
訴
え
、

戦
争
の
惨
禍
を
再
び
繰
り
返
さ
な
い
こ
と
を
誓
い
ま
す
。

日
々
の
生
活
に
お
い
て
、

平
和
を
脅
か
す
問
題
に
、
毅
然
と
た
ち
む
か
い
、

忍
耐
づ
よ
く
取
り
組
む
こ
と
を
決
意
し
ま
す
。

（
東
京
都
民
平
和
ア
ピ
ー
ル
の一
文
）



中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上

下水道の基本料金の値下げをすること。

８年間増えていない商店街振興予算を抜本的に増

やすこと。

15

子育て・教育費負担の軽減

出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・

出産にかかる費用の無料化を進めること。

乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。
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中小企業の賃上げ支援

中小企業でも物価高騰を上回る賃金引き上げがで

きるよう、賃上げしたら一人１０万円、１社あたり２００

万円の支給を、１万社を対象に実施する、「中小企業

の賃上げ応援助成金」を作り、中小企業の賃上げ

を徹底的に支援すること。

都の社会的責任調達指針が推奨する「生活に必要

なものを賄うことができる水準の賃金」として、その

目安を示すこと。さらに「賃金条項を持つ公契約条

例」の制定に踏み出すこと。

物価高騰の影響を受けるすべての事業を対象とし

た燃料費への支援、固定費（家賃、リース代等）補助

などの都独自制度を作り継続的に支援すること。上
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やすこと。
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出産育児一時金を都独自に増額するとともに、妊

婦健診の自己負担無料化を実現するなど、妊娠・
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乳幼児医療費助成、義務教育就学児医療費助成、

高校生等医療費助成は、所得制限と外来１回２００

円の自己負担をなくすこと。

保育料の第一子無料化は、公立・私立とも都が全

額支援し、速やかに実施すること。また、放課後等

デイサービス利用料金の負担軽減策を実施するこ

と。

ひとり親家庭を支援するため、２８年間増えていな

い児童育成手当を増額すること。

修学旅行費、学用品の負担軽減を都として進める

こと。

高校の学費無償化に向けて、私立高校の入学金・

設備費などの補助制度を創設すること。

知事が公約した、大学生等の給付型奨学金は、高

学費と物価高騰で苦しむ学生の学びを支えるもの

とし、早期に実現すること。

子ども食堂への支援を拡充するとともに、補助率を

１０分の１０に引き上げること。

公共交通の子ども料金の年齢を１８歳まで拡大する

こと。通学定期の負担軽減、学生向け割引フリーパ

スの創設など、子どもの交通費の負担軽減策に踏

み出すこと。

住まいは人権

家賃が高い東京で、住宅困窮世帯や子育て世帯、

若者や高齢者、シングル女性などへの家賃補助制

度を創設すること。

都営住宅の新規建設の再開と建替えによる増設、

公社住宅などを活用した「借り上げ都営住宅」を組

み合わせて、今後１０年間に１０万戸を増設すること。

高齢者への支援を手厚く

補聴器購入費補助は、都の上限額（１４.４万円）で実

施できるよう、都の補助を１０分の１０に引き上げるこ

と。

シルバーパスは無料化、あるいは一律１０００円など

負担軽減すること。多摩都市モノレール、東急世田

谷線、コミュニティバス、都県境のバス路線等にも

シルバーパスを適用すること。IC カード化を進める

こと。

高齢者の医療費助成に踏み出すこと。

介護保険の保険料・利用料軽減を実施する区市

町村への財政支援を行うとともに、都として介護保

険料、利用料の減免制度を作ること。

国民年金でも入所できる特養ホームを大幅にふや

すこと。医療的ケアを必要とする高齢者が入所でき

るよう課題を把握し対策を講じること。

国保の負担軽減

国保料及び後期高齢者医療保険料の負担軽減の

ために、都として一般会計を投入することを含めあ

らゆる手立てを講じること。子どもの均等割は、１８

歳までゼロ円にすること。

障害のある人への支援

心身障害者（児）医療費助成は、中度・軽度の障害

者や難病患者も対象とすること。障害者福祉手当、

重度障害者手当を増額すること。

障害のある青年・成人の余暇支援について、都の

全額補助で支援すること。

ケアの現場に対する支援

保育・学童保育・児童養護施設など児童福祉、高

齢者福祉、障害者福祉などに従事する福祉労働者

については、専門職にふさわしく、処遇改善・賃金

を引き上げるために、都として財政支援を行うこと。

また、これらの施設に物価高騰に見合う運営費へ

の支援を行うこと。

保育園の保育士を大幅に増やすこと。

学童保育は質の向上のための条件整備をすること

とあわせて、待機児童を解消すること。

生活に困窮する人への支援

生活困窮者や低所得者をはじめ、支援が必要なす

べての人に、現金給付もふくめた物価高騰対策、光

熱費支援を行うこと。

熱中症対策として、生活保護世帯、低所得世帯等

に対し、エアコンの購入・設置費用と電気代への

助成を行うこと。

多摩格差の解消

多摩振興・多摩格差解消を都政の柱にすえ、市町

村総合交付金を大幅に増額し、配分に当たっては

市町村の自主性・特性を尊重すること。

都民の批判が強い事業は見直し、くらしに光を

都庁を照らすプロジェクションマッピング、お台場

の世界最大級の巨大噴水、カジノ・IRの検討など、

都民の批判が強い事業はやめること。

物価高騰対策の補正予算を

国の交付金や使い残した今年度の予算を活用し、

物価高騰から都民のくらしを守るための補正予算

を編成すること。

学ぶ権利を保障する

子どもたちが自由にのびのび学べるきめ細かな教

育と、教員も豊かに専門性を発揮できる学校づくり

のために、少人数学級を進めること。中学校全学年

での３５人学級、小学校では３０人学級に踏み出すこ

と。

深刻な教員の長時間労働と教員不足を解消するた

め、教員が受け持つ授業時間数を減らし、正規教員

を大幅に増やすこと。

不登校対策を充実させるため、校内別室指導支援

員を希望するすべての小中・高等学校に配置する

こと。フリースクール等の利用料助成金を拡充する

こと。

特別支援学校を増設し、教室不足を解消すること。

教室面積の縮小や学校の高層化など、劣悪な教育

環境を認めるような基準の切り下げはやめること。

都立学校の老朽化対策を急ぐこと。

区市町村立学校の体育館や特別教室などへのエ

アコン設置補助の継続と、補助率の引き上げ、さら

に更新についても支援すること。

いのちを守る医療

都内民間医療機関の運営維持のため、東京都独自

の入院基本料を創設すること。

新型コロナウイルス感染症のまん延を防ぐため、ＰＣ

Ｒ検査と治療薬、ワクチン接種などへの補助を実施

すること。新型コロナ後遺症対策を強化すること。

都保健所の増設について検討し、職員増員も含め

て速やかに具体化すること。

都立病院で閉鎖している病棟や病床を再開する計

画を立てるとともに、行政的医療を拡充するために

医師・看護師など常勤職員を抜本的に増やすこと。

島外の通院や、その付き添いなどにかかる交通費・

宿泊費の支援を行うこと。

PFAS 汚染対策

疫学調査のために、住民が血液検査を受けられる

ようにすること。

各局が連携して、PFASの汚染源を明らかにするた

めの水質調査や土壌調査、農作物調査などを大規

模・継続的に実施すること。

防災対策の強化

能登半島地震の教訓を生かし、「倒壊ゼロ」をめざ

し、「自己負担ゼロ」実施するなど、予算規模と速度

を上げて木造住宅の耐震化にとりくむこと。

「スフィア基準」を指針に、トイレ、キッチン、ベッド、

水の確保など、避難所運営指針を改善し、その水準

で区市町村が避難所運営できるように支援するこ

と。マンションなど在宅避難について対策を強化す

ること。

総合治水対策の予算を大幅にふやし、グリーンイン

フラを進めること。

本気の気候危機対策

日本共産党都議団が発表した「東京 2030　60%

脱炭素　実行プラン」が示した、①石炭火力、原子

力発電からの撤退、②火力発電を延命させる水素

利用は中止、③キャップ＆トレードの対象拡大、④

CO2 を莫大に排出する開発の規制を徹底するこ

と。

気候都民会議を設置し、「気候変動を学ぶ東京セン

ター」を設立すること。

分譲マンションや賃貸住宅の断熱改修・省エネ化

を進めること。区市町村が行う、中小業者の省エネ

診断などの相談窓口開設へ都が後押しすること。

再エネを拡大するために、新築・既存住宅の太陽

光パネル設置を大幅に普及拡大すること。浮体式

洋上風力とともに、太陽熱、営農型太陽光、地熱発

電を進めること。

樹木の枝葉で覆う面積である「樹冠被覆率」を調

査・公表し、区部で２０％など目標を持つこと。都と

して樹木の専門家を増やすこと。樹木保全条例を

制定すること。

マイクロプラスチックの大気や河川、港など都の水

域での調査を行うこと。また、健康への影響を調査

し、広く都民に知らせること。

生物多様性の保全のため、保全地域を１００ヘク

タール拡大指定する目標を早期に実現すること。

神宮外苑再開発の見直し

神宮外苑再開発計画を中止し、抜本的に見直すこ

と。伐採・移植はただちに中止すること。

環境影響評価条例を抜本的に強化し、外部の専門

家や市民の声を反映させる制度に改善すること。

不要不急の道路建設の見直し

住民合意のない道路建設は中止すること。機動取

得推進課は廃止し、強引な土地収用はやめること。

外かく環状道路やリニア中央新幹線の建設は中止

すること。

地域公共交通の充実

バス路線の維持、運転手不足の解消のための制度

を創設するとともに、支援を抜本的に強化するこ

と。

コミュニティバス・デマンド交通の運行経費に対す

る補助制度について、補助期間の上限をなくし、補

助額・補助率、補助の対象を拡大すること。

子どもの最善の利益を実現する

「子どもの権利条約」と「東京都こども基本条例」を

生かし、子どもの意見を聴き都政に反映させるこ

と。子ども議会、若者議会を実施するとともに、審議

会等にさらに若者委員を登用するなど、子ども、若

者の都政への参画を促進すること。

公平性・公正性を担保できない中学校英語スピー

キングテストは、きっぱり中止すること。

都立高校夜間定時制の今日的意義を重視し、立川

高校をはじめ、小山台、桜ケ丘、大山、北豊島工科、

蔵前工科、葛飾商業の募集停止を撤回し、すべての

夜間定時制を存続させること。

朝鮮学校への補助金を復活すること。

ジェンダー平等の推進

リプロダクティブヘルス &ライツ ( 性と生殖に関す

る健康と権利 )を重視し、子どもたちが年齢・発達

に即した科学的な「包括的性教育」を受けられるよ

うにすること。公立私立 学校や公共施設、駅などの

トイレへの生理用品の配備を進めること。

痴漢・盗撮ゼロの東京をめざし、対策強化を行う

こと。第三者が行動することの重要性を広げ、アク

ティブ・バイスタンダーを増やすとりくみを行うこと。

また加害者を専門治療につなげること。

公務・民間を問わず、男女賃金格差の是正に取り

組むこと。都の会計年度職員が現役世代では７割が

女性であることは、労働における男女差別を助長す

るもので、継続して必要な仕事は正規で雇うよう切

り替えること。

単身女性（シングル女性）の困りごとや困窮に応え

る相談事業を始めること。また実態調査や研究、支

援を行うこと。

東京から平和を発信する

横田基地にある在日米軍司令部を、港区の米軍基

地・赤坂プレスセンターへ移転をしないよう米軍と

国に求めること。

CV２２オスプレイと特殊作戦部隊、横田基地など米

軍基地の撤去を国と米軍に求めること。

「核兵器禁止条約」の賛同・批准を国に求めること。

都として「非核平和都市宣言」を行い世界に発信す

ること。

東京大空襲・被爆・戦後８０年にふさわしく、年

間を通して平和を発信し、若い世代への継承を進

める「東京都平和祈念事業２０２５（仮称）」を実

施すること。戦災犠牲者をはじめ、遺族や関係者

の悲願でもあり、戦争の惨禍を後世に伝える「東

京都平和祈念館（仮称）建設に踏み出すこと。


